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第 1編 上下水道事業の現状と経営戦略
第１章 取り巻く概況

１ 位置・地勢

上田市は長野県の東部に位置し、北は長野市、千曲市、須坂市、坂城町、筑北村、西は松本市、

青木村、東は嬬恋村（群馬県）、東御市、南は長和町、立科町と接しています。東京からは新幹線

でおよそ 80分、約 190ｋｍの位置にあり、長野市からは約 40ｋｍの位置にあります。

市内には、日本一の大河である千曲川（新潟県から「信濃川」）が佐久盆地から流れ込み、中心

部を横断し、日本海へと流れていきます。

北部に位置する菅平高原一帯は上信越高原国立公園に指定され、日本百名山に数えられている

四阿山や根子岳が位置しています。また、南部に位置する美ヶ原高原一帯は八ヶ岳中信高原国定

公園に指定され、2,000ｍ級の山々が連なっています。
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２ 人口動態

平成 31 年 4月 1日の行政人口は 157,480 人で、平成 18 年 3 月に新上田市が誕生して以来、減

少傾向が続いています。平成 25 年度の推計より好転しているものの、平成 30 年度の国立社会保

障人口問題研究所（社人研）による推計では令和 12年度には 144,366 人まで減少すると推計され

ています。人口減少社会において、市では人口減少を抑えるための施策を講じておりますが、今

後も行政人口の減少傾向は続くものと推察されます。

３ 所管事業

（１）事業会計に関する事項

当市の上下水道事業は、水道事業会計、公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計の 3 会

計で行っています。それぞれの会計の担当事業は以下のとおりです。

【上下水道事業会計区分】

上 下 水 道 事 業

水 道 事 業

公共下水道事業

農業集落排水事業

小 規 模 集 合 排 水 処 理 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業

特定環境保全公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業

※Ｈ26～Ｈ31年度の実績値は上田市住民基本台帳による。
※推計 国立社会保障人口問題研究所（社人研）より H30年度に発表された 5年度毎（R2、R7、R12）の

将来人口から中間年を一定の比率で算出した。
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経 営 管 理 課

サ ー ビ ス 課

上 水 道 課

　【上田市上下水道局組織図】　

上 田 市 長
（ 管 理 者 ）

上 下 水 道
局 長

施 設 整 備 係

上 水 道 維 持 担 当

庶 務 係

経 理 担 当

給 排 水 係

下 水 道 課

浄 水 管 理 セ ン タ ー

丸 子 ・ 武 石 上 下 水 道 課

料 金 担 当

管 理 担 当

丸 子 浄 水 場 係

業 務 係

上 下 水 道 係

下 水 道 建 設 係

下 水 道 維 持 担 当

（２）事業開始に関する事項

当市の水道は大正 9年に事業認可を受け、大正 12年に千曲川伏流水を水源とする染屋浄水場

が竣工し、上田地域で給水を開始しました。公共下水道では、昭和 42 年に公共下水道事業の事

業認可を受け、上田地域の中心市街地から管渠施設の整備と下水処理場の建設を進め、昭和 47

年に上田終末処理場の供用を開始しました。農村部では昭和 61年に上田地域の下組地区で事業

採択され、平成元年に農業集落排水の供用を開始しました。

（３）包括的民間委託に関する事項

使用者の利便性向上と経営の効率化を図るため、平成 27 年 10 月から窓口、検針、料金徴収

に関する業務を民間業者に包括委託し、「上田市上下水道局料金センター」を開設しました。委

託業者との役割分担により収納対策を専門化・効率化して行うことが出来るようになりました。

４ 組織体制

（１）組織について

現在の体制は、上田市長の下、上下水道局長、経営管理課、サービス課、上水道課、下水道

課、浄水管理センター、丸子・武石上下水道課を配置しています。

事業 事業認可（事業採択） 供用開始

水道事業 大正 9年 大正 12 年

公共下水道事業 昭和 42 年 昭和 47 年

農業集落排水事業 昭和 61 年 平成元年
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（２）職員数の推移

現在、上下水道局全体で 70人の職員が在籍しています。平成 18年 3月の合併時には 93名
でしたが、効率的な組織運営のために組織構成・事務分掌の見直しを行い、平成 27年 10月に
は「上田市上下水道局料金センター」を開設、また平成 30年 7月には真田上下水道課を廃止す
る等、定員管理の適正化に取り組んできました。また、若い技術職員の育成が課題となってい

るため、熟練技術者の技術を確実に承継できる職場環境を整えるとともに新たな技術の習得に

向けた研修への参加も促進して技術職員を育成し、組織体制の充実を図っていきます。

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

60代 0 1 0 0 1 3 5

50代 35 34 31 27 22 28 26

40代 29 30 30 31 37 29 26

30代 16 13 14 10 7 9 9

20代 4 4 4 3 4 1 4

合計 84 82 79 71 71 70 70
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上下水道局職員数（年代別）の推移

※実績値は各年度の 4月 1日時点の職員数。
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第２章 経営戦略

１ 経営戦略策定の趣旨

人口減少や節水機器の普及など水需要の減少に伴う収入減の傾向が続いている一方で、供用開

始から高度経済成長期に整備した多くの施設で老朽化が進んでおり、施設の更新や耐震化には多

大な費用が必要となるため、今後の経営状況はますます厳しいものとなることが見込まれます。

このような状況に対し、施設等の計画的な更新を進め、施設や管路の健全性を維持していくた

めには、組織や事務事業の効率化、施設管理の見直しなど経営基盤強化のための取り組みを一層

推進するとともに、令和元年度上田市上下水道局事業計画を踏まえた「投資試算」と「財源試算」

を均衡させた収支計画を策定し、中長期的な視野で事業経営に取り組んでいくことが重要です。

このため、中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定します。

２ 経営戦略の位置付け

総務省から「公営企業の経営戦略の策定等に関する研究会報告書」（平成 26年 3月）や「公営
企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26年 8月）が公表され、昨今の事業環境の変
化（施設の老朽化に伴う更新投資の増大、防災・減災対策の強化、人口減少に伴う料金収入の減

少等）に対応するための「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上に取

り組むことが求められています。

また、会計制度についても、「事業・サービスの拡充期」から、「人口減少社会、インフラ強靭

化・更新・縮小時代」に転換する中で、経営革新や経営判断に必要な損益の認識、資産・負債等

を正確に把握する必要があることから、地方公営企業法改正に伴う新たな会計制度が平成 26年度
から本格適用されています。

当市においても、これらの事業環境の変化に対応するため、平成 29年 3月に中長期的な経営の
基本計画である「経営戦略」を策定しました。経営戦略は計画と実績を検証しながら随時見直し

をしていくものとされていますが、平成 31年 3月に上位計画である「上田市水道ビジョン」及び
「上田市下水道ビジョン」（令和元年度～10 年度）が策定されたことから、ビジョンとの整合を
図るとともに、検証・見直しをするものです。

【経営戦略の位置づけ】

第二次上田市総合計画

（平成 28年 3月 上田市）

新水道ビジョン
(平成 25年 3月 厚生労働省)

公営企業の経営に当たって
の留意事項について

(平成 26年 8月 総務省)

新下水道ビジョン
(平成 26年 7月 国土交通省)

公営企業の経営戦略の策定
等に関する研究会報告書

(平成 26年 3月 総務省)

○上田市水道ビジョン ○上田市下水道ビジョン

（令和元年度～令和 10年度）

上田市上下水道事業経営戦略（改訂版）

（令和 2年度～令和 11年度）
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３ 計画期間

令和 2年度から令和 11年度までの 10年間とします。

４ 経営戦略の事後検証

本経営戦略で掲げた施策や取組を確実に実施していくに当たっては、目標の達成度や事業の進

捗度を評価し、取組方法を改善していくなどの進捗管理を行っていくことが必要です。

進捗管理は PLAN（計画）、Do（実行）、Check（点検・評価）、Action（改善）、そして再度 Plan
に戻るという PDCAサイクルの一連の流れにより行います。
この一連の流れにより、本経営戦略で掲げた各施策や取組について、目標に対する進捗状況を

把握するとともに、社会情勢や利用者ニーズの変化などの必要に応じ随時見直しを行います。


